
城陽市工事成績活用基準  

 

平成２２年（２０１０年）９月１日改正  

令和７年（２０２５年）４月１日一部改正  

令和７年（２０２５年）５月１９日一部改正  

 

 （趣旨）  

第１条  この基準は、城陽市建設工事の業者指名受付簿登録業者（以下

「業者」という。）を対象に、業者の技術力の向上及び公共工事の品

質向上に繋がることを目的とし、城陽市建設工事成績評定要領（平成

２０年９月１日制定）に規定する工事成績採点の評定結果（以下「評

定点」という。）に基づき、入札参加優遇措置又は入札参加制限措置

を行う場合の基準を定める。  

（対象工事）  

第２条  この基準の対象となる工事は、城陽市が発注する設計金額が  

１３０万円超の建設工事（城陽市上下水道部所管工事及び単価契約工

事を除く。以下「対象工事」という。）とする。  

（入札参加優遇措置等）  

第３条  市長は、対象工事における評定点が一定以上の業者（以下「優

遇業者」という。）を参加対象とした入札（以下「優遇工事入札」と

いう。）を実施する。  

２  優遇工事入札とする工事及び当該工事の入札参加資格は、城陽市入

札・契約事務処理委員会（以下「入札委員会」という。）の審議を経

て市長が決定する。この場合において、市長は、一件の優遇工事入札

につき、入札参加業者を原則として５業者以上確保することとする。  

３  市長は、優遇工事入札への入札参加資格の決定に際しては、地域要

件、建設業法許可区分、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知

書の総合評定値及び城陽市建設工事の業者指名受付簿登録における希

望工種の有無等を考慮し決定するものとする。  

４  優遇業者（共同企業体及び市外業者を除く。次項において同じ。）

に付与されるポイントは、対象工事における取得した評定点につき、

次の各号の業者区分に応じ当該各号に揚げる数とする。ただし、優遇



工事入札に参加できるのは４ポイント以上保有していることを条件と

する。この場合において、当該参加資格は、当該工事成績評定結果通

知日の翌日から有効とする。  

(1)  評定結果が優良（評定点が８０点以上の場合をいう。以下同じ。  

 ）の業者（以下「優良業者」という。）  ２ポイント  

(2)  評定結果が良好（評定点が７０点以上８０点未満の場合をいう。  

以下同じ。）の業者   １ポイント  

５  市長は、優遇業者のうち優良業者並びに当該業者の現場代理人及び

工事配置技術者（以下「優良業者等」という。）に対して、優良工事

施工者表彰を実施する。  

６  市長は、優遇業者のうち優良業者等が施工した工事について、城陽

市ホームページ掲載を実施する。  

７  一件の優遇工事入札につき応札した時点で２ポイントを使用したも

のとし減じる。また落札した時点で２ポイントを追加使用したものと

し減じる。  

 （入札参加優遇措置の累積及び取消し）  

第４条  業者が、優遇措置対象期間（ポイントを保有している期間をい

う。以下同じ。）中に新たな対象工事において、前条第４項のポイン

トを付与された場合、当該ポイントは累積加算する。  

２  優遇業者が、優遇措置対象期間中に対象工事（当該業者が、構成員

となっている共同企業体による受注工事を含む。以下「制限対象工事

」という。）において、当該工事に係る評定点が６５点未満の場合又

は評定評価項目のいずれかの項目評価が d 若しくは e 評価の場合は

、当該工事成績評定結果通知日の翌日から前条の入札参加優遇措置は

、全て取り消される。  

３  市長は、  入札参加優遇措置業者が制限対象工事において城陽市競

争入札等参加者の指名停止に関する規則（平成１４年城陽市規則第２

６号。以下「指名停止規則」という。）に定める指名停止措置要件に

該当する等入札参加優遇措置の適用が不適切と判断する場合は、入札

委員会の審議を経て、以後の入札参加優遇措置の全てを取り消すこと

ができる。  

（入札参加制限措置）  



第５条  市長は、制限対象工事における評定点が一定未満の業者につい

ては、工事成績評定結果通知日の翌日から、制限対象工事の公募型指

名競争入札（一般競争入札及び指名競争入札含む。）（以下、「公募

型指名競争入札等」と言う。）に関して、次に揚げる入札参加制限措

置を適用する。  

(1)  評定点５０点以上６５点未満を連続して２回以上付与された場合  

公募型指名競争入札等への参加制限１回  

(2)  評定結果でやや不良（評定点３６点以上５０点未満の場合をいう

。以下同じ。）を付与された場合  公募型指名競争入札等への参加

制限２回  

(3)  評定結果でやや不良を連続して２回以上付与された場合  指名停

止規則の規定に基づく６月間の指名停止措置  

(4)  評定結果で不良（評定点３６点未満の場合をいう。以下同じ。）

を付与された場合  指名停止規則の規定に基づく６月間の指名停止

措置  

(5)  評定結果で不良を連続して２回以上付与された場合  指名停止規

則の規定に基づく１２月間の指名停止措置  

附  則  

（施行期日等）  

１  この基準は、平成２０年（２００８年）１０月１日から施行する。  

２  この基準は、平成２０年（２００８年）１０月１日以降に工事請負

契約を締結する対象工事から適用する。  

   附  則  

 （一部改正、施行期日等）  

１   この基準は、平成２２年（２０１０年）１０月１日から施行する。  

２   この基準は、平成２２年（２０１０年）１０月１日以降に工事請負

契約を締結する対象工事から適用する。  

３  この基準は、令和７年（２０２５年）４月１日から施行する。  

４  この基準は、令和７年（２０２５年）４月１日以降に工事請負契約

を締結する対象工事から適用する。なお、改正する以前に契約を締

結している工事請負契約はなお従前の例による。  

５  この基準は、令和７年（２０２５年）５月１９日から施行する。  



６  この基準は、令和７年（２０２５年）５月１９日以降に工事請負契

約を締結する対象工事から適用する。なお、改正する以前に契約

を締結している工事請負契約はなお従前の例による。  


